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D. R.ダニエソレ(D.R. Daniel)によれば，アメリカでは， 1962年から1964年
の聞に， 上位企業100社のうち66社が， 大規模な組織変更の実施を株主に報告
しているという。主要な組織変更を営業報告書に記載しない大企業もあり，彼













2) D. R. Daniel，“Reorganiz.ing for _ R抽出s，"Harvard Bus前回，R品 iew，Nov./D田 1966.
pp. 96-98 
3) H. Koontz，“The Management Thcory Joungle，" Jourヲaalof Manogemp.吋， Vol.4. 
No. 3， 19日


















一つの潮流を形成しはじめた。ローレYス&ロッ、ンュ (P.R. Lawrence and J. W. 
Lorsch)は， 1967年にこのような研究にヨソティシクェ Y-Vー・セオリー (Con-
tingency Theory) e-_いう名称を与えたのである7)。
このような考え方に立つものとしては，トリスト&ノミンフォーλ(E.L. Trist 
and K. W. Bamforth)辛 A.K ライス (A.K. R;ce)等のタピストック研究所の
研究者グループ， Jウッドワード(}.Woodward); W. R ディノレ (W.R. D;]])， 
C.ベロー (c.Perrow)，ローレYス&ロ0/シユ，R.B 夕、ンカン(R.B. Duncan)， 
的 F. Lutl祖国，“TheContir沼田cyTheory of Management，" B:削 ness，Horizon. Vo1. 16. 
No. 3， June 1973， p_70 
5) D. R. Daniel， op. cit.， p.98 
6) Ibid.， p. 98 
7) P. R. Lawr回目 and]. W. Lorsch. Orgaπlzation由 ldEnV1ronment. 1967 
組捕の=ソテインクιγジ セオリ について (115) 15 
J. J モ一月 σJ.Morse) ，野中部次郎氏等々があり，それぞれ実態調査に基づ
く研究を展開している民 さらに，組織論以外にも，リーダーシ γ フ:賃金、ン
R テム等に関してのコンティ Yリピ yy-・セオリーがみられる9)。 そして，
との上うな理論については，わが国でも最近注目をあつめ，研究がされつつあ
る10)。
そして， コンティンジヱンシー・セオリーに対する評価としては， 'Fノレー サ
γス (F.Luthans)は r経蛍理論のジャングノレ」をぬけでて，システム諭の立
場に立って諸学派の統合を達成する有力な方法であるとしており10，カ月ト&
ローゼンツワイク (F.E. Kast and J. E. Rosenzweig)は， ゼネラノレ・システム
の抽象度を現実的適用のために少し低くした， より具体化したものとしてコ γ
ティンジェ Yシ ・セオリーを把え， その必要性と有効性を評価している12L
8) E. L. Trist and K. W. Bamforth，“Some Social and Psychological Celnsci}u即日， 01 
the Longwall l¥I.ethod of Coal-Geuing;" H1問nanRelati乙n，Vol. 4， 1951， Reprinted m T 
Burns (ed.，) 1:ηdust:門a.lMan， 1969; A. K. Rice， The Eoηterprise and Its E:πV7:rOnrnent. 
1963; J. Woodward， ln拍<s"官 lOrgaπ出 aUon，1965，矢島均次中村寿雄訳「新しい企業組
織」昭和45年;W. R. Dill.“Environment as an Influence on Manag印 alAutonomy，" 
Ad，市初出ばrativeScience Qua吋erly，Vol. 2， No. 4， March 1958; C. Perraw， Org，山 nza-
tional Ana1ysis， 1970，岡田誠司訳「組織の社会学」昭和49年;R. B. Duncan， ，"Characteris 
tics of urganiZational Environments and Perceived EnvIronmental Uncertainty， Ad. 
m帥師団tiveScience Quarterly， Vol. 17. No. 3. S印 t.1972; 1. J. Morse and ].-W 
Lorsch， . l:3eyond Theory Y，" Harvard Business Review， MaY/June 1970;野中郁抗郎
「組織と市場」昭和49年目
9) F. E. Fiedler. A Theory Qf Leaゐrohψ旦tTecta帥 ess，1967，山田雄監訳「新しい管理
者像の探究」昭和4;年;T. Lupton (00.)， p，町 mentSys白恨む 1972，paIt 4， Contingency 
τ五回'Y
10) 野中郁次郎，前掲書，降旗武彦「経営管理過程論の新展開J昭和45年，同，環境状況と組織化
適応(1)，(')， f経済論叢1第113巻第4.5号，、第6号，昭和49生 4.5月， 6月，北野刺信，組織の








11) F. Luthans，噌 cit.，-p.69 
12) F. R Kast and J E. RoseI即時昭，“G四e回 1Systems Th田 ry:Application for urgan 
ization and Management，" A皿 demyof A1anagement Journal， Vol. 20 No. 1， De巳 1972.















ーティ Y性の違いι直間比率の違いについて述べているし， フヱイヨノレ (H
Fayol)は，権限の集中度， コミュニケーション手段〔口頭か文書か〉について，
組織の規模を中心としτ種々の条件によって異なるべき事を指摘しているヘ
サイモン (H.Simon)や7ーウイヅク(L.F. U主wick)にコ γテインクェ γ トな
考え方の見られることは， すでに北野利信民が指摘されているところである14)。
さらに，モ ス&ロザシユにより，凡ゆる状況に普遍的に適用してはならな
いとされた参加的組織， Y理論の主張者であるマグレガー CD.McGregor) も，
その著で， 権限による管理か参加的な管理かは， 環境条件によって決まる従
13) F. Taylor， Shop Managem四 t，1911， Reprintecl in &四ti.ficM出 agementCWith a 
Foreword by H. S. 'P百苫on)，1964， pp. 91-92， 122; H ファヨ ル(佐々 木恒夫訳)r産業な
らびに一世の管理」昭和47:年 62-63，73-74ベー ジ.
14) 同氏，前掲論丸 14-15ベー ジ.
































































15) D. McGr唱or，The Ht師日η Sideof E.ηM中市-e， 1960， ch. 1，高橋達男訳「企業。人間的
側画」昭和47年，第1章.
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説明できなかった問。そ乙で， L. Rー セイノレズ (L.R. 5yle，)は 4つの産業に
ついて，技術の相異から労働者の集団の特性，行動，社会関係，スト性向の違
いを説明した団。また，ラプト γ (T.Lupton)は， 不安定で過当競争の行なわ
16) R M. Hυwer and J. W. Lo同じh，“OrgauizationalInput，" in J. A. Seiler. Systnus 
Analysis in Or宮'antzat回 nalBeha日 'or. 1967，小林聖訳「組織と人間行動J昭和44年，第7
章;J. J. Mo:rse and J. W. Lorsch. o.ρ cit.， p.61 
17) 伝統理論は不確実性が低いという特定状況で有効であり，行動科学的組織理論は不確実性の高
い特定状況で有効になるとし，技荷あるいはそれを含む環境によって，上の特定状況を統的に
明握した.それによって，コンティソジェンシー セオ 7ー は，上のそれぞれを特定状況下にの
み有効である「特殊理論J (下位理論〉として古む一般的な理論的枠組を示したものと考えられ
るロこの意味では，占部都美氏の「コ νテインタ-""yジー ・セオリ←は特殊理論である」との見
解には疑問があると考えるa 占部都美与前掲書， 202'-20Eベー ジ。
18) C. Kerr ana A. J. Siegel，“The Inter.lndustry P四 P四 sityto Strike，" in A. K町孟lhauser
et al. (eds.)， In血strialConfiict， 1954，即 182-212






Vλテムの立場をとらえざるをえない。 そして， 組織りコ Yティ yジ~/'シ
一・セオり は，これらの一定の要因と組織の適合を問題とするが，それらの
うちのいかなる変数を重視するかヒよって，一応，次の4つのタイプに分けて










トックの研究者達， ウ少ドワ-F'，ベロー， J. D トンプソン(J.D.Th田npson)
等々がある2>。 乙こでは，代表的なものとし亡，ウッドワードとベローのもの
をみておこう。
19) L R. Syl田 ，Behaviour of lndustrial Wo:rk Groups， 1958 
20) T. Lupton， On the Sho.ρFlooγ" 1963. 
21) なお，組織規模を重視Lた議論の内容等につレては， 日置弘一郎，前掲論文を毒照ーまた.文
化や労働組合を取りあげているものとしては，例えば，それぞれ次を参照。A.Ruedi and P. 
K Law:r四ce，. Organizations in Two Culture泡，"in Lo:rsch and Lawrence (OOs.)， Studies 
in Organizational Design， 1970; A. L. Stinchcombe，“Bureaucratic and Craft Adminis 
tration of Production，" Administrative Science Qua吋erl).VoL 4， Sept. 1959 
22) 脚注8を参照o J. D. Thompson，。増田nzatwn間 Action，1967 












第 1表 ウッドワ ドによる技術と組織D適合関係
¥7¥」工14Vチ 大お量バよ生ッびチ 装置生産組 ユエおッよト生産 大産
ω管理階層の数 中 大




(2) 管理者・監督者1人当りの従業員数 小 中 大
(3) 第一線監督者の管理範開 大
組織り柔軟性 柔軟 硬直 柔軟
コミ L ニケーショ γの手段 口頭 文書 口M貝
管理職の専門化 低 高 低
生産管理(計画〕と現業自分離 低 高 低
J. Woodwaτ'd， Management and Technology， H. M. S. 0.， 1958， Reprinted in T. B町田ぜ
(00.)， 0ρ 日't.，10; ditto， op. cit. より編成。
23) C. Perrow. "A. Framework for Comparative Analysis of Organi阻む日18，"AUlericcl"tt 
Sociological Revu叩.Vol. 32.1967， pp.194-197; L. M. Mohr，“Organi坦 tionalT配 hnology
and Organizational Structure." Administrat叩 eScience Quarterly， Vol. 18， Sept. 1971， 
pp. 445-446 
組織のコンテインジェンシーーセオリ について (121) 21 
Yは，ベローの仮説を操作的な概念にし，ルーティ y性と組織に関するベロー











組J織り下層の不在限 僅 高 opく 001
(2) 公式化・プログラム化D程度
職務白コ ド化 高 {岳
ルールの遵守度 高 低
マニ孟アルの存在 高 {且 O く 05
職務記述書の存在 高 低 D <.05 
職務記述書の詳細古 高 低 。 く 01
(3) 旦タヅフと監督者の周D相主 高作用
(4)本専門的スタッフ









J. Hage and M. Aikin，“Routine T配:hnology，Social Structur.e， and Organization 
Goals，" Administrative Science Quarterly， Vol. 14， No. 3， Sept. 1969. 
22 (122) 第 114巻第3.4号
性を問題とするもりであった。 これを中心的に扱った論者は，バーンズ&月




























K M. Hower and J. W. Lo四ch，ot. cit.， p.168. 
24) T. Burns and G. M. Stalker. The Maπagement of Inn皿 'ation，1961;他は脚注8を書
用叩
組織のコンテインヅェンシー ・セオリー について (123) 23 
造は有機的となることを示し，そのような関係が成立している場合には効率が





















25) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch. op. cit 
26) R. B. Duncan， op. cit:.， pp. 315-326 
27) J.]. Morse and J脅，W.Lorsch， 0.ρ cit; J. J.-Morse.“Organizationa:l Chaτ'actenstIcs 
Bnd lndividual Motivation，" in Lo国主&Lawr田 ce(eds，) Studies in Organizatio叩 t
Design， 1970. 























28) 石川|博友，組立ラインを放棄したポルポ， I近代経営」昭和48年 3月。 ζのような方向での成
主会例Jの報告は多いが，例えば，止を参問。 R.N. Ford，“Job Enrichm担 tL自由nsfrom AT 
&T，" Ha町 aγd Business RιM叫 Jan./Feb.1973 j S. Cotgrove et al" The Nylon 
Spiru:r:.>. 1971 長町三生「職諦定実の設計」昭和48年
29) ]. J恥1orse.op. cit 


























30) R. H. Hal，“Dook Review to O.ηganizatwn and Environrnent by Lawren.ce and 
Lo晶ch."Adj酬明istrativeScience Qz，岨吋erly，Vol. 13， No. 1， June 1968 












(b) 組織内の各種グループ。 J.チャイノレド(1.Child)は， コユ〆ティンジェ
ンシー セオリーが，組織設計を含めて組織政策の決定における政治的要因を
十分強調していないと批判する町。 また， ア シリス (C.Argiris)は， J. D. 
トンプソンとベローの理論が，組織内の各種の個人やグループの影響を十分考









ものとしてアンドリュー ズのものがあるー それぞす叶吹を彦照 D. McGregor. 'ot. cit.; St田cch
combe.噌 cit.;K. R. Andrews，“Can the Best Corporations be Made Moral?" Havard 
Busmess， R四翫悶，MayJJu回 1973
32) J Child， "Organization: A Choice for Man，" in ]. Child (ed.)， Ma:n and Organiza 
tion， 1973， p.242 
33) C. Argyris， The A.虫plicabui!yoj、O噌-anizatωnalSociology， 19担 I pp，' 33-34， 44-45 





















(c) 上でみてきたっ yティ Y ジヱ γv ・セオリーは，安定的環境にある大
量生産産業に属する企業が，組織の柔軟化をはかったり，従業員の経営参加を
すすめつつあれば，それは非効率化の方向へ進んでいると判断することになる。
34) P. R. Lawrence and J. W. Lorsch，op. cit. pp. 39-41 
35) R. K. Brown，“HUIIl3n Relations and Work Groups，" In S. R. Perker et aι(00，.)， 
The Socwlogy of Indnstry， 1967，寿里茂訳「産業社会学序説」昭和48年，第8章，を事照。
36) -E. L. Tru5t田 dK. W. BamIorth， op， ci(!.; M. Bucklow.“A N eW • Role for the W ork 
Group，" A訪問listrativeS，ヒienceQuaγ"terly，Vo1. 11. June 1966 













してしまうような調査方法を従来のコ γティンジ z ンシー・セオリーでは採用
していることにならないであろうか。
























Hickson et al.)は， 31社の英国の製造会社について，仕事の自動化の程度と機
械的・有機的組織の特徴との聞に有意な相関関係は認められないと Lている制。











また， 技術については， 最も基本的なと主であるが， 何がとりあげられ.
何が測定さるべきかについても必らずしも合意が成立Lているわけではない。
38) D. J. Hìckson，~D. S. Pugh田 dD. C. Pheysey， . uperations T田 hnologyand Org田沼剖.tlon
St"陀ture，"Adj恨 inistrat町'eScience Qu.arterly， Vo1. 14， 1969 
39) L. B. Mohr， op. cit.; P. M. Kandwalla， . Mass uutput Orientation of Qp釘'atio田 Tecbロザ
logy and Organizational Structure，" Administrative sc前回Q1叫吋<r.か， Vol. 19， 1974 
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コンティ γジヱン γー・セオリーの当面の所究の主眼は，環境; J:主{!I¥'iが選択さ
れた下での，それらの違いによって，組織構造はいかなるものが有効であるか
を明らかにしようとした点にあると考えられるからである。環境，技術選択は
当面の分析対象ではなか勺ただけなのである。事実.J. D トγプソ Yは，環
境選択の問題を述べているし叫， ベローも，ノンノレーティ Y性の高まりに対し
40) E. Litwak，“Models of Bureaucracy which P町mit-Conflict，" American Journal of 
SociolOl!Y， Vol. 67， 1961 
41) ]. Child，。ρcit.p. 242 
42) 占部部美，前掲書.110へジ。
43) ]. D. Thompson， ot. cit.， p.30 
組織のコ γテインクヱンシー セオリー について く131) 31 
て，組織にはこれを減じようとオる動きのあることを述べている4九 また，コ











ことであった。例えば， J. K カりレプレイス(J.K. Galb四 ith)は，このような
組織設計論をその著書の目的とし，組織変革のプ白セスにかかわる組織開発論
は他に譲っているのである46L









44) C. Perrow， op. cit.， p.150，訳書.160ベージ。
45) C. Argyris， op. cit.， .pp. 34， 44-45;占部都美，前掲書， 2国ベー タロ
46) J. Galbraith， Designing C.加包p[exOrganizat酎 15，1973， pp. 1-2 
47) 1. Ansoff， Corprate畠 rategy，1965 
48) . R. M. Cyert and J. G. March， A Behavioral Theory of the Firm. 1963 
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の側面士明らかにしている4九環境が選択されると，その中で社会的要因もふ
まえて技術が選択される。そして，技術がきまると，組織が定の範圏の代替
案の中から選択されるが，組織のコ γティ yジヱ γシ ・セオリ は，ここで
いかなる組織が選択されるべきかを示しうる理論的枠組を用意しようとしたり













応じうるようにしようとするとき，例えば，ア γ ソフの 般的体系を何らかの
変数によヮて具体化し， コγ ティンジヱ Y トなものとして展開する乙とも可能
である。その 1つの試みとしては，形は具なるがマカスキー (M.B. McCa品目y)
によって，計画のコ Yティ Y ジヱ y、ンー・セオリーとして展開されているもの
古2ある包)。
49) P. N. Kandwal1a，“Viable and E妊配tiveurg皿 iza1IonalD団 ignsof Firms，" Aca占my
of A品nagementJournal， Vol. 16， No. 3， 1973 
50) Cf. K. E， Knight. A Descriptive Model of the Int四 FirmInnovation Pr官時5."J(目的目Z
of Business， Vo1. 40， No. 4. Oct. 1967. 
51) このようなフロセスについては次を審問。 JChild，“Organizational Structure. Environ 
ment and Performance，" Sociology， VoL 6. 1972 
52) M. B. McCaskey. . A Contingency Approach to Planning，" A日企myof Management 
Jσurnal， Vol. 17， No. 2， June 1974 
組織のコンテインクェンシー .tオリー について く133) 33 
IVむすび






















とをみてきた。コ Y ティ γジェ γシ ・セオリーは，これらの点を改普dする必
要があるが，そのような試みも少しづつなされている。しかし， とくに重要と
考えられるのは，この理論は，その形成期の主たる関心から，不確実性ないし
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変動性主主要な変数としているが，思近においては，労働組合や労働者からの
参加要求，消費者運動等々が大吉な問題となり，よれに対応する ζ とが必要と
なっている。これらは，不確実性概念では必ずしも十分に処理しえないのであ
り，新たな変数による再構成も必要とな勺ているように思われる。
